これまでの市民会議で話し合ってきたこと（18年10月～19年2月）

（平成19年3月24日第2回自治基本条例策定市民会議フォーラム資料から抜粋）

　市民会議は、「何故自治基本条例が必要か」についての討議に続けて、昨年１０月から本年２月にかけて条例に盛り込むべき内容を議論してきました。市政をかたちづくる三つの要素である「市民」、「行政」、「議会」と条例の理念、原則を規定する「自治基本条例の位置づけと鎌倉市が目指すもの」の４点についての議論の内容を報告します。
（１）「市民と市政」を論じる項で、「市政に市民の声が届かない」、「聞いてくれない」など、行政や議会への多くの不満とともに、市民の側にも、市政について関心を示すのは「選挙の時のみ」になっているとの指摘もだされました、市民、行政の双方とも改めなければならない時を迎えています。

　特にこの項に関連して、「地域コミュニティ」のことが熱心に議論されました。住民自治の「原点は、行政よりももっと身近にある自治会・町内会やNPOといった組織、機構の整備、活用にある」という意見です。

（２）「行政」については「ふれあいトークや市長への手紙、審議会への市民公募」といった制度があるものの、「本当に活かされているのか疑問」である。また、「市民の思いを市政に反映する仕組みとしては十分とはいえない」。さらに、市長の「公約の実行、財政の建直し、市民の声の実現は期待通りになっていない」などです。

　そしてこのような状態を改めるためには、「市政に、主権者である市民の意向を十分反映できるような、市民、行政、議会の三者による参加、参画、協働の自治の仕組みが必要」であるという見解が強く表明されました。また、「市民への情報提供が参画・協働のスタートである」、「未成熟情報の公開も必要」などの意見もだされました。

（３）「議会」については、「市民にとって議会は遠い存在である」というのが大方の市民の実感のようです。また、議会は市民の代表機関であり、行政のチェックや、市民のための政策提案機関だが、「チェックが甘い」との意見も出されています。市民の要望を届ける制度である請願、陳情なども、「使い勝手が悪く、出された陳情などの取り扱いにも不満が残る」、議員による議案提案がもっと積極的に行われることを期待するという声もだされました。これらの討議全体から明らかなように、市民は、議会が、市民と一体となって活動する議会となることを強く期待しているといえます。

（４）「自治基本条例の位置づけと鎌倉市のめざすもの」というテーマについては、深い議論がかわされました。

鎌倉市には、市民参加でつくられた「平和都市宣言」や「鎌倉市民憲章」があり、この精神を基調としたまちづくりの「基本構想」「基本計画」があり、また、たくさんの個別条例がある。これらと、自治基本条例は一体どのような関係、位置づけになるのか。討議は、ここに焦点を合わせて活発に行われましたが、おおよそ次のような見解にまとまって行きました。
自治基本条例は、平和都市宣言や鎌倉市民憲章の理念に沿って「市民自治を確立し、市政運営や個別条例の制定・改廃の拠り所となる最高の規範である」とする意見です。また、自治基本条例は、「理念や原理・原則だけの規定では意味がない、そうであれば市民憲章でことたりる」、「創るからには実践的で実効性のあるもの」という意見も強くだされました。
「鎌倉がめざすもの、理念、目標」については、「鎌倉らしさの核は、歴史、伝統、文化それにみどりである。全国でもこれを具備するまちは少なく、これらをまもり育む」という意見が全体を代表していると思います。また、「人にやさしいまち」、「すぐれた自治のまち」にしたいという意見も多くの会員の共感を呼んでいました。
　（５）第2期では、第１期で抽出された課題をいくつかの論点に整理し、深い討議をすすめ素案の大綱を固めます。
　

まとめとお願い

　この自治基本条例案は、市民会議だけでつくるのではなく、市民総ぐるみで議論し、つくられるべきであると考えています。このことは、鎌倉の将来に関わる大きな問題であり、「自治体の憲法」づくりとさえ言われる大変重要な課題であるからです。私たちは、地域や世代、関心の対象や生活倍条の異なる市民各層と、くまなく接することを志ざし、多くの市民のみなさんと率直な討論を尽くしながらこの取り組みを成功させたいと考えています。

　また、討議の中で、自治基本条例の必要性や内容について、疑問や批判の意見も出されています。私たちは、この問題についても、より多くの市民が納得できる答えを求めて議論していきたいと考えています。
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